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政策１ 地域全体で「人」を支える（健康・福祉・子育て） 

施策１ 地域福祉・福祉医療 

現状・課題 

（１）「我が事・丸ごと」地域共生社会 

国は、これまでの縦割りの公的福祉サービスの在り方を転換し、地域住民が「我が事」として

主体的に地域福祉活動に取り組み、「丸ごと」の総合相談支援の体制を整備することなど、「我が

事・丸ごと」の地域共生社会を目指しています。 

（２）「支え合い」による地域コミュニティの構築 

少子高齢化、家族形態、個人の価値観などの多様化により、人と人とのつながりや助け合いの

意識が弱体化しています。子ども、高齢者、障がい者など地域に暮らす全ての人が役割を持ち、

支え合いながら自分らしく活躍する地域コミュニティの構築が求められています。 

（３）福祉医療制度 

障がい者、子ども、ひとり親家庭の経済的な負担の軽減と、健康保持のために福祉医療制度は

重要な役割を担っています。福祉医療受給者が減少傾向にある一方で、医療費は増加傾向にあり、

この制度を安定的に継続するために、給付と負担の均衡を考慮する必要があります。 

 ■関市ボランティアセンター登録団体及び会員数の推移    ■福祉医療費受給者及び一人当たり助成額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉政策課 

              資料：ボランティアセンター  

 

めざす姿 

・だれもが地域活動に積極的かつ主体的に参加し、ともに支え合っています。 

・医療のための経済的負担が軽減され、だれもが安心して医療サービスを受けていま

す。 
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政
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６ 

政
策
７ 

 

 

UP 

 

成果指標 

 

地域福祉・福祉医療の
満足度 

アンケート結果 

現状（2017）     

92.7％     

      

福祉ボランティア 
登録者数 

ボランティアセンター登録者数 

現状（2017） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

6,338 人 6,600 人 6,700 人 

 

  

取組 

 

重点 取組の方向性 取組の主な内容 New SEKIism 

 地域福祉活動に取り組む人や

団体を育成します。 

社会福祉協議会の支援 

民生委員児童委員協議会との連携 

ボランティア組織の育成 

 

 

 

 

 地域の福祉ニーズを把握し、

地域の交流や支え合い活動を

活性化します。 

ふれあい・いきいきサロンの支援 

子育てサロンの運営 

障がい者サロンの運営 

避難行動要支援者名簿の運用 

 

 

 

 

 

● 
地域共生社会の構築に向けた

取組を進めます。 

地域の相談窓口の設置 

地域の課題を「丸ごと」受け止める体制づくり 

多機関協働による包括的支援体制の構築 

福祉総合相談窓口の設置 

 

● 

● 

● 

  ● 

  ● 

  ● 

 

 子ども、ひとり親、心身に重

度の障がいがある人の医療費

負担を軽減します。 

福祉医療制度（子ども医療、ひとり親医療、重度

心身障がい者医療） 

 

 

 
 

「SEKIism」は、●人口減少対策、●地域経済循環、●地域力向上、●地域愛醸成 をあらわしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連計画  ・第３期関市地域福祉計画（2015～2019） 

関おもちゃ病院の活動 

ほっと安心サポーターの活動 
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施策２ 低所得者支援  

現状・課題 

（１）生活困窮者自立支援制度 

国は、生活保護受給者や生活困窮に至るリスクの高い層の増加を踏まえ、生活保護に至ってい

ない生活困窮者に対する「第２のセーフティネット」として、2015 年度から生活困窮者自立支援

制度を実施しました。 

（２）経済的格差の拡大 

非正規雇用の拡大、ひとり親家庭など、経済的に問題を抱える人が多くなってきました。また、

生活に困窮しながらも、生活保護や他の制度の受給対象とならない、制度の「狭間」にある人が

増加しています。 

（３）自立に向けた相談支援メニューの強化 

生活保護に至る前の段階にある人の自立を促すために、ＮＰＯ法人、民間企業、社会福祉協議

会、ハローワークなどと連携して、相談、指導、支援メニューを充実する必要があります。 

（４）最後のセーフティネットとしての役割 

最後のセーフティネットである生活保護制度を適切に運用し、援助が必要な人の生活を保障す

るとともに、社会的な自立を助長する取組を強化することが求められています。 

 

■生活保護世帯数・人員数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉政策課 

 

 

めざす姿 

・生活が困窮する人に対し、自立に必要な支援が実施され、生活の安定と向上が図ら

れています。 

 

 
ＮＥＷ 
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７ 

 

 

UP 

 

成果指標 

 

低所得者支援の満足度 

アンケート結果 

現状（2017）     

83.3％     

      

生活自立者数 
就労支援による就労者数 

現状（2016） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

24 件 30 件 30 件 

 

  

取組 

 

重点 取組の方向性 取組の主な内容 New SEKIism 

● 
経済的な自立に向けた相談支

援を実施します。 

生活困窮者自立相談支援の実施 

住居確保給付金の給付 

家計相談支援 

ひきこもりの早期支援対策 

 

 

 

● 

 

 
生活保護制度を適正に運用し

ます。 

保健・医療・福祉との連携 

社会保障制度の活用 

就業相談支援 

 

 

「SEKIism」は、●人口減少対策、●地域経済循環、●地域力向上、●地域愛醸成 をあらわしています。 
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施策３ 障がい者福祉 

現状・課題 

（１）障害者差別解消法の施行 

2016 年 4月に障害者差別解消法が施行されました。この法律では、障がいを理由とする差別を

解消するために、障がいのある人に対する不当な差別的取扱いを禁止し、行政に対して合理的配

慮の提供を義務づけています。 

（２）障がい福祉サービスの拡充 

障がい者の範囲の拡大、障がい者の地域移行、障がい児支援など、多様化した福祉ニーズに対

応するため、2016 年に障害者総合支援法の改正と児童福祉法の改正等が行われ、障がい福祉サー

ビスの拡充が図られています。 

（３）障がい者の状況 

本市の身体障害者手帳の所持者数は減少傾向にある一方で、療育手帳、精神障害者保健福祉手

帳の所持者数は増加傾向にあります。また、障がい者の高齢化や障がいの重度化・重複化により、

障がい者のニーズも多様化しています。これら多様化するニーズに対応できる総合的な障がい福

祉サービスが求められています。 

（４）障がい者の社会参加の促進 

障がいのある人がいきいきと暮らすために、就労、地域活動、スポーツ・文化活動の機会を提

供して能力向上を図り、多様な機関が連携して社会参加を促進する支援が必要です。 

（５）親なき後を支える仕組みづくり 

障がい者を支える介護者や両親が高齢化した「親なき後」を見据え、相談支援、一人暮らしの

体験、緊急時の対応など包括的な支援体制を構築していく必要があります。 

（６）早期療育と家庭支援 

早期からの療育は、ことばや身体の発達を促し、基本的な生活習慣の獲得につながります。障

がいの特性に応じた早期療育とともに、障がい児が家庭において適切な療育が受けられるよう総

合的な支援が求められています。 

■各手帳所持者数の推移 

 身体障害者手帳            療育手帳               精神障害者保健福祉手帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福祉政策課 
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UP 

 

めざす姿 

・ライフステージに応じた必要なサービスが受けられ、地域の中で安心して暮らして

います。 

・それぞれの能力に応じた活動が積極的に行われ、生きがいを持って暮らしています。 

   
成果指標 

 

障がい者福祉の満足度 

アンケート結果 

現状（2017）     

89.7％     

      

計画相談支援給付 
計画相談支援給付延べ人数 

現状（2016） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

962 人 1,320 人 1,620 人 

  

取組 

 

重点 取組の方向性 取組の主な内容 New SEKIism 

 

相談支援体制を充実します。 

相談支援、地域移行支援 

障がい者総合支援協議会（関係機関のネットワー

ク構築、困難事例への対応協議） 

権利擁護、障がい者虐待防止センターの運営 

障がい者基幹相談支援センターの設置 

地域生活支援拠点設置 

 

 

 

 

● 

● 

 

 障がい福祉サービスを充実し
ます。 

居宅介護支援・日中活動系サービス・移動支援な

どの障がい福祉サービス 

補装具や福祉機器の助成 

重度障がい者のタクシー利用に対する助成 

 

 

● 
障がい者の社会参加を促進し
ます。 

就労系福祉サービス 

就労支援事業「障がい者ジョブアシスト」 

障がい者雇用事業所の開拓 

障がい者サロン・スポーツ教室・文化事業の実施 

 

 

 
支援が必要な児童に療育を実
施し、児童の発達を促します。 

中央・西・東親子教室の運営 

肢体不自由児通所支援 

 
 

「SEKIism」は、●人口減少対策、●地域経済循環、●地域力向上、●地域愛醸成 をあらわしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連計画  ・第２期関市障がい者計画（2016～2023） 

       ・第５期関市障がい福祉計画及び 

第１期障がい児福祉計画（2018～2020） 

中央親子教室 障がい者ジョブアシストわくわく 
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施策4 高齢者福祉 

現状・課題 

（１）在宅医療介護ケアへの転換 

本市の 65歳以上の高齢者人口の比率は、2015 年の 27.4%から、30年後の 2045 年には 37.6%に

増加することが予測されます。また、2025 年には、団塊の世代が 75 歳以上となり、医療や介護

の需要がますます増加することが見込まれるため、病院や施設によるサービスから在宅で高齢者

を支える仕組への転換が求められています。 

（２）地域包括ケア体制の構築 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医

療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築が目指されて

います。高齢化が進むなか、この取組をさらに推進していく必要があります。 

（３）地域における介護予防の推進 

健康づくりやサークル活動などの地域活動をケアプランに加えるなど、介護予防のための包括

的なケア体制が求められています。このため、地域住民による介護予防活動を育成するとともに

支援する必要があります。 

（４）高齢者の孤立化防止 

核家族化の進行により、一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の増加が予測されます。高齢

者を孤立させないために、社会参加と生きがいづくりのための取組が重要になっています。 

（５）高齢者が活躍する環境の整備 

高齢者の豊かな経験と知識を仕事、ボランティア活動、地域活動に生かすことが大切です。高

齢者がいきいきと活躍し、社会参加と生きがいづくりを促進する取組が求められています。 

 

 ■要支援・要介護認定者数と保険給付額の推移    ■高齢者単独及び高齢者夫婦のみ世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
資料：高齢福祉課  
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UP 

 
めざす姿 

・福祉サービスや地域による見守り体制の構築により、高齢者が住み慣れた地域で安

心して暮らしています。 

・高齢者が地域社会等の様々な活動に積極的に参加し、生きがいをもって、いきいき

と暮らしています。 

   
成果指標 

 

高齢者福祉の満足度 

アンケート結果 

現状（2017）     

86.7％     

      

75歳以上の要介護認定率 
１号被保険者のうち 75 歳以上の 

要介護認定者の割合 

現状（2016） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

29.38％ 27.37％ 25.78％ 

 

  

取組 

 

重点 取組の方向性 取組の主な内容 New SEKIism 

● 
医療と介護が連携して、在宅

生活を支援します。 

在宅医療・介護連携推進事業 

介護保険サービス 

 

 

 

高齢者の心身機能の向上や日

常生活の不安を解消します。 

介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

介護予防教室 

地域包括支援センター 

在宅福祉サービス 

認知症に対する総合支援 

高齢者見守り支援 

 
 

 

 

 

 

 

 高齢者の社会参加や生きがい

づくりを支援します。 

高齢者サロン・カフェ 

高齢者溜り場事業 

シルバー人材センターの活動助成 

老人クラブの活動支援 

生涯現役促進事業の推進 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

  ● 

 高齢者福祉施設を適切に管理

します。 

老人福祉施設運営 

介護予防センター 

 

 

「SEKIism」は、●人口減少対策、●地域経済循環、●地域力向上、●地域愛醸成 をあらわしています。 

 

 

関連計画  ・第７期せき高齢者プラン〔介護保険事業計画・老人福祉計

画〕（2018～2020） 
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施策5 子育て支援 

現状・課題 

（１）少子化の進行 

本市の合計特殊出生率は、2015 年に 1.40 となっており、人口を維持するために必要な人口置

換水準である 2.07 から大きく離れています。また、全国平均、県平均はともに微増傾向にあり

ますが、本市は 2012 年の 1.51 をピークに減少傾向にあります。 

（２）子ども・子育て支援新制度 

2015 年 4月に施行した「子ども・子育て支援新制度」は、認定こども園、幼稚園、保育園など

の施設型給付に加え、小規模保育などの地域型保育により支援の量の拡大を図るものです。また、

認定こども園、幼稚園、保育園の職員配置基準や職員の処遇を改善することで、支援の質を高め

るとともに、職場で子育てを支援する企業内保育所など、働きながら子育てを両立するための支

援を充実させています。 

（３）地域ぐるみの子育て支援 

女性の活躍や核家族化の進行により、保育ニーズが多様化しています。子育て世代が働きなが

ら安心して子育てができるように、地域ぐるみで支援を行う子育て支援拠点機能の構築が求めら

れています。 

（４）子育て負担の軽減 

関市人口ビジョン（2015 年）のアンケートによると、約６割の方が、現実の子どもの数が理想

より少ないと回答しています。また、その差の理由は、約半数が子育てや教育への経済的な負担

とし、その他には育児への心理的・肉体的負担や自分の仕事に影響があると答えています。 

（５）子どもの貧困対策 

次代を担う子どもたちの将来が、その生まれ育った環境によって左右されることなく、また、

貧困が世代を超えて連鎖することのないように、貧困状態にある子どもや家庭への支援が必要で

す。 

 ■合計特殊出生率の推移             ■子どもの理想の数と現実の数 

 

 

 

                        ■現実と理想の子どもの数の差の理由 

 

 

 
 
 

資料：2016 年関市人口ビジョン 

資料：岐阜県 中濃地域の公衆衛生 2016 
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政
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政
策
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UP 

わかくさ児童センター むげがわ保育園 

めざす姿 

・地域全体で子育てを支援する仕組みや、多様な保育サービスにより、安心して子育

てしています。 

・子育て家庭の心理的・経済的負担が軽減され、子どもが健やかに育っています。 

   

成果指標 

 

子育て支援の満足度 

アンケート結果 

現状（2017）     

87.5％     

      

地域子育て支援拠点の
構築数 
個所数 

現状（2017） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

2 ヵ所 6 ヵ所 12 ヵ所 

  
取組 

 

重点 取組の方向性 取組の主な内容 New SEKIism 

● 
保護者のニーズに応じた多様
な保育サービスを提供しま
す。 

乳幼児保育 

延長保育 

一時保育 

病児・病後児保育 

特色ある保育園 

保育士人材バンク 

 

 

 

 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

 

 
地域と共に子どもや子育てを
支援する体制を整備します。 

児童館・児童センターの運営 

世代間交流事業 

地域子育て支援拠点機能の構築 

ファミリーサポートセンター 

 

 

● 

 

 

 

  ● 

 

 
子育てへの不安の解消と、貧
困状態にある子どもや家庭を
支援します。 

子ども食堂支援事業 

ひとり親家庭への生活向上支援 

子育て包括支援センターの運営 

 

 

 
子育ての経済的負担を軽減し
ます。 

保育園・幼稚園の保育料負担の軽減 

児童手当、特別児童扶養手当 

● 

 

● 

 

「SEKIism」は、●人口減少対策、●地域経済循環、●地域力向上、●地域愛醸成 をあらわしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連計画  ・関市子ども・子育て支援事業計画（2015～2019） 
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施策6 健康づくり 

現状・課題 

（１）健康寿命の延伸 

主要な死亡原因となっているがんへの対策、重大な合併症を引き起こす恐れのある糖尿病など

の生活習慣病の予防対策を進め、いつまでも元気で暮らし続けられるよう健康寿命の延伸を図る

ことが必要です。 

（２）こころとからだの健康づくり 

健康は、生涯を通じて健やかに生活を送るうえで最も重要です。自分の健康は、自分でつくり、

自分で守るという意識とともに、年代や目的に応じたこころとからだの健康に関する取組を充実

させる必要があります。 

（３）がん対策 

本市において、がんは死因の第１位となっており、がんに対する対策は、市民にとって重大な

問題です。早期発見・早期治療につながるがん検診の受診率を向上させることが必要です。 

（４）妊娠から子育て期の支援体制 

安心して子どもを産み、健やかに子どもを育てるためには、妊娠から出産、子育て期において、

切れ目のない保健サービスを提供し、子育てに対する不安や悩みに対応できる相談支援体制の構

築が求められています。 

（５）生活習慣病の予防 

生活習慣病は、健康長寿の最大の阻害要因であり、不健全な生活習慣の積み重ねが原因で引き

起こされるため、その予防のために日常生活の中で適度な運動やバランスのとれた食事を奨励す

る必要があります。 

■主要死因別死亡割合                 ■がん検診受診率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

     資料：岐阜県 中濃地域の公衆衛生 2016 

               資料：保健センター 
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UP 

 

めざす姿 

・市民一人ひとりが自らの健康に対する意識を持ち、自ら進んで健康づくりに取り組

んでいます。 

・世代やライフステージに合わせた健康診断や健康相談、健康教室が充実し、赤ちゃ

んから高齢者まで健康的な生活が送れています。 

   
成果指標 

 

健康づくりの満足度 

アンケート結果 

現状（2017）     

93.5％     
      

大腸がん検診受診率 
国民健康保険加入者のうち 

40～69 歳の受診率 

現状（2016） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

14.3％ 45.0％ 50.0％ 
      

大腸がん検診精密検査受診率 

大腸がん検診受診者のうち、 

精密検査受診率 

現状（2016） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

67.4％ 70.0％ 80.0％ 

  
取組 

 

重点 取組の方向性 取組の主な内容 New SEKIism 

 こころとからだの健康づくり
を推進します。 

こころの体温計、ゲートキーパーの養成 

自殺予防講演会 

ヘルスアップ教室、ヘルシー栄養教室 

なるほど健康講演会 

seki フィットネススタジオ 

 

 

 がん検診や特定健診を実施す
るとともに受診率向上を図り
ます。 

がん検診等（個別、集団） 

特定健診 

ヤング健診 

がん検診の啓発に関する企業連携 

 

 

● 
妊娠から子育て期における健
康保持と切れ目のない相談支
援を実施します。 

乳幼児健康診査（4か月、1歳 6か月、3歳児） 

助産師による産後相談事業 

乳幼児健康相談、 歯科健診（フッ化物塗布） 

未熟児養育医療、 予防接種 

一般不妊治療・特定不妊治療費助成 

子育て世代包括支援センターの運営 

 

● 

 

 

 

 

 

 
計画的な保健指導により、生
活習慣病の予防と早期発見に
努めます。 

成人健康相談 

特定保健指導 

ＩCＴを活用した保健指導 

糖尿病予防対策事業 

慢性腎臓病予防対策事業 

 

 

 
健康づくりにつながる運動や
スポーツ活動を促進します。 

しあわせヘルスプロジェクト事業（ウオーキン

グ、ヘルスマイレージ、健康づくり出前講座） 

ヘルスメイトの育成 

運動教室 

安桜山展望台整備 

 

 

「SEKIism」は、●人口減少対策、●地域経済循環、●地域力向上、●地域愛醸成 をあらわしています。 

関連計画  ・せき・すこやか親子プラン（2015～2019） 

      ・しあわせヘルスプラン（2014～2023） 

      ・第２次関市食育推進基本計画（2017～2021） 
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施策7 地域医療 

現状・課題 

（１）本市の医療体制 

市内には総合病院が２施設、一般診療所が 68施設、歯科診療所が 35 施設あり、概ね診療科目

は整っています。今後も、急性期から回復期、在宅医療に至るまで、切れ目ない医療が提供され

るよう、医療機関の連携による地域医療体制を構築する必要があります。 

（２）医療に携わる人材の確保 

医師や看護師が都市部に集中することにより、地域の医療に携わる人材不足が課題となってい

ます。医師や看護師をめざす人への修学資金・奨学金制度により、将来にわたり地域の医療に携

わる人を育てる必要があります。 

（３）休日夜間診療体制の確保 

休日や夜間に急な病気やケガをしたときに、症状や緊急性に応じて適切な医療が受けられるよ

う、救急救命センターの運営や休日夜間における医療体制を確保する必要があります。 

（４）過疎地域の医療 

洞戸、板取、武儀及び上之保地域は、民間の病院や診療施設などの参入が見込みづらく、市の

診療所により地域の医療を確保する必要があります。 

 

■市内の医師数・歯科医師数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岐阜県医療従事者実態調査 

 

 

めざす姿 

・救急医療体制、医療機器及び診療体制が充実し、休日や夜間においても適切な医療

が受けられます。 

・地域の診療所や病院が連携することで地域医療体制が整い、どの地域においても安

心して医療サービスを受けることができます。 
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洞戸診療所 

 

 

UP 

   

成果指標 

 

地域医療の満足度 

アンケート結果 

現状（2017）     

88.8％     

      

新たな医療従事者数 
医学生修学研修資金貸与者のうち 

市内の医療機関に従事した者 

現状（2017） 

→ 

中間目標（2022） 

→ 

最終目標（2027） 

1 名 ４名 5 名 

 

  

取組 

 

重点 取組の方向性 取組の主な内容 New SEKIism 

● 
本市の医療を担う人材の確保

に努めます。 

医学生修学・研修資金の貸与 

看護師奨学金 

 

 

 

休日夜間等の医療体制を確保

します。 

休日在宅当番医制運営（医科、歯科） 

病院群輪番制病院運営 

初期夜間急病診療支援 

小児休日診療 

周産期医療運営 

救命救急センターの運営 

 

 

 山間地域においては、直営に

よる診療を提供します。 

地域診療所（洞戸、板取、津保川）の運営 

へき地医療拠点病院との連携 

 

 

「SEKIism」は、●人口減少対策、●地域経済循環、●地域力向上、●地域愛醸成 をあらわしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


